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栄 町 宅 地 開 発 指 導 要 綱 

                        （平成３年３月３０日告示第１４号） 

                     改正 （平成６年９月３０日告示第１６号） 

                     改正 （平成７年４月２４日告示第１７号） 

                     改正（平成１４年６月２４日告示第４３号） 

                     改正（平成１６年６月１１日告示第３０号） 

 （目的） 

第１条 この要綱は、宅地開発に関し、関係法令並びにこれに基づく千葉県宅地開発事業 

指導要綱及び指導指針等に定めるもののほか、必要な事項を定め、栄町基本構想を厳守

し、無秩序な宅地開発による環境の破壊を防止し、健全な生活環境の保全と自然と調和

した良好な市街地形成を図るとともに、開発区域及びその周辺地域における災害を防止

し、ゆとりある安全で快適な都市環境をつくることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める 

ところによる。 

（１）宅地開発 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う一 

団の土地の区画形質の変更をいう。 

（２）開発区域 宅地開発を行う土地の区域をいう。 

（３）公共施設 道路・公園・緑地・広場・上水道・下水道・河川・水路・治水及び利水 

のための調整池、消防の用に供する貯水施設及びその他の公共の用に供す

る施設をいう。 

（４）公益施設 教育施設・医療施設・官公庁施設・保安施設・集会施設・購買施設・交 

通施設・社会福祉施設・輸送施設・清掃施設・その他施設で居住者の共同

の福祉又は利便のため必要な施設をいう。 

（５）事業者 宅地開発事業の施行主体をいう。 

（６）工事施行者 宅地開発事業に係る工事の請負人又は請負契約によらないで、自ら工事

を施工する者をいう。 

 （適用対象） 

第３条 この要綱は次の各号に掲げる宅地開発等について適用する。 

（１）都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）に基づく開発行為と

して行う宅地開発 

（２）住宅地を目的とする宅地開発の開発区域について、一事業者が一区域について行う 
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開発区域はもちろんであるが、下記のいずれかに該当し、一団の又は一の宅地開発と認 

められるものは、その区域を宅地開発の区域として取り扱うものとする。 

  ア 同一土地所有者の土地を２以上の事業者（土地所有者）に分割しそれぞれの事業

者が、１年以内に同じくして宅地開発を行う場合の従前の区域 

  イ 宅地開発の開発区域に隣接して、更に続けて同一事業者又は異なった事業者が 

１年以内に同じくして宅地開発を行う場合の新旧の区域 

  ウ 同一土地所有者の土地を２以上の工事施工者が、１年以内に同じくして宅地開発

を行う場合の従前の区域 

  エ 異なった土地所有者の土地を同一の工事施工者が同時に又は１年以内に同じくし

て宅地開発を行う場合の区域 

  オ 異なった土地所有者の土地を異なった工事施工者が１年以内に同じくして宅地開

発を行う場合の合計した区域 

  カ 上記各号に該当する宅地開発で計画的でないと認められるものについては適用し

ないものとする。 

（３）前各号に掲げるもののほか、特に町長が必要と認める宅地開発 

 （事業者の責務） 

第４条 事業者は、関係法令のほか、栄町総合計画等に適合するように、宅地開発事業の 

計画を策定しなければならない。 

２ 事業者は、宅地開発による住宅地を販売する場合は、需要者に対し、住環境及び公共

公益施設等に支障をきたすことのないよう、当初予定した建築物以外の建築物を建築し

てはならないことを十分説明しなければならない。なお、事前に販売計画及び物件説明

書等の内容について町と協議すること。但し、やむを得ず変更が生じた場合別途協議す

る。 

３ 事業者は、住宅地を目的とする宅地開発にあっては、将来とも良好な住環境を確保す

るため、戸建住宅にあっては敷地面積を１６５平方メートル以上に区画しなければなら

ない。 

４ 事業者は、開発区域に隣接する地権者に対して、宅地開発の計画を説明し同意を得る

とともに、戸建て専用住宅以外の建築をしようとする場合又は地上３階以上の建築物を

建築しようとする場合は、事前に近隣居住者（おおむね半径１５０メートル）に対し建

築計画の内容及びその建築物の近隣に及ぼす影響並びに工事に伴う騒音・振動等の対策

について、図面その他により説明し、後日紛争が生じないよう努める。なお、紛争が生 
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じた場合は、事業者の責任において、その解決をしなければならない。 

 （事前協議） 

第５条 事業者は、法令で定められた開発許可申請等を行う前に、町長に事前協議書（別 

記第１号様式）を提出し、あらかじめ町と協議しなければならない。なお、当該計画を

変更する場合においても同様とすること。 

２ 町長は、前項の規定により提出された事業計画について、計画の適否並びに設計その

他について調査及び検討し、事業者に事前審査通知書（別記第２号様式）により通知す

るものとする。 

 （事業計画） 

第６条 事業者は、関係法令等に定めるもののほか、次の各項に定める基準に適合するよ 

うに、その事業計画を策定しなければならない。 

１ 人口計画 

  住宅地を目的とする宅地開発事業にあっては、開発区域の人口密度を計画の内容

により、次に定める基準以下としなければならない。 

 

 （１）低層住宅用地の計画の場合 

１～５ha未満 ５～２０ha未満 ２０ha以上 

１２０人/ha １１０人/ha １００人/ha 

注 １規模が１ha未満については、別途協議するものとする。 

  

（２）中高層住宅地の計画の場合 

１ha未満 １～２０ha未満 ２０ha以上 

３５０人/ha ３００人/ha ２５０人/ha 

 備考 

  ① 人口算定基準は戸建住宅の場合にあっては一敷地につき、3.7 人とし、共同

住宅の場合にあっては一戸当たり 3.4人とする。 

    ② 低層住宅及び中高層住宅の混合住宅地として計画する場合の人口計画は別に

協議して定めることとする。 
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 ２ 土地利用計画 

 （１）住宅地を目的とする宅地開発にあっては、地域の自然的及び社会的諸条件並びに

農林漁業の諸事業との調整を考慮して、健全な住宅地が構成されるよう、おおむね

次表により当該開発区域の土地利用計画を策定しなければならない。 

土地利用区分／開発区分 1～5ha未満 5～20ha未満 20ha以上 

住宅用地（戸建住宅及び共同住宅用地） ６０%以下 ５５%以下 ５０%以下 

公共用地（道路公園その他公共的施設用地） ３０%以上 ３０%以上 ３０%以上 

公益用地（商業教育駐車場その他公益的施設

用地等） 
１０%以上 １５%以上 ２０%以上 

合     計 １００% １００% １００% 

 注 １ 駐車場については、必要面積を算出し、区域内に設置するものとする。適用は

自動車・オートバイ・自転車等を対象に、その用地として、１世帯当たり１５㎡

以上（通路部分を除く。）を確保するものとする。 

 ２ 住宅地を目的とする宅地開発で、建て売り分譲や賃貸を目的とする共同住宅に

あっては、各住戸の主なる居住室の日照時間が冬至において、４時間以上確保で

きるよう建築物を配置しなければならない。 

 ３ 規模が１ha未満のものについても適用するものとする。 

 （公共施設計画） 

第７条 事業者は、公共施設の整備について法令の定めるもののほか、次の基準により計 

画を策定しなければならない。 

（１）道路 

  ア 開発区域の道路は、当該区域の形状及び規定並びに予定建築物の用途、規模等

並びに周辺の状況を勘案して、環境の保全、災害の防止、通行の安全が確保でき

る規模及び構造で適切に配置されなければならない。又、開発区域の主要な道路

は開発区域外の相当規模の道路に接続していなければならない。 

  イ 開発区域に都市計画決定された道路又は町が新設若しくは改良計画を定めている

道路がある場合は、当該道路を計画に適合するよう整備すること。 

  ウ 宅地開発の施行に伴い交通の安全上及びその能率の増進を図るため、開発区域外

の道路の新設又は改良が必要な道路についても、整備しなければならない。 

  エ 取付け道路の接続位置は特殊構造物（トンネル・橋梁等）からできるだけ離すと

ともに、見通しの悪い曲線部又は勾配の急な部分を避けて、付加車線の設置、隅き 
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り等により既設道路の交通流を阻害しない構造とし、防災対策を十分に考慮したも

のでなければならない。 

  オ 取付け道路の数はできるだけ少なくし当該道路間の距離はできるだけ大きくし 

開発区域に既設道路の排水施設等を存する場合は、その機能を損なうことのないよ

う整備しなければならない。 

  カ 開発区域に通過交通の著しい幹線道路、都市計画道路等のある場合には、沿線の

土地利用について、交通騒音が妨げとならないよう又、良好な住宅環境を保全する

必要があると認められる地域にあっては当該幹線道路の各側の車道端から幅１０メ

ートルの土地を緑地帯又は非居住用建築物の敷地とする適切な措置及び対策がとら

れていなければならない。 

  キ 開発区域面積が１０ヘクタールを超える宅地開発事業にあっては当該区域に居住

することとなる者の日常生活の利便及び交通安全の確保のため、歩行者専用道路（緑

道）等を設けなければならない。 

  ク 道路に付随する施設として必要に応じ排水施設・街路灯・ガードレール及び道路

反射鏡等を設置すること。 

（２）防犯灯 

   防犯灯の設置及び管理については、町と別途協議するものとする。 

（３）電柱等の設置 

   電柱等を設置する場合は、町と別途協議するものとする。 

２ 公園計画及び緑地計画 

（１）住宅地を目的とする宅地開発で、開発区域の面積が 3,000平方メートル以上の場合

は、次表により算定した面積（有効面積）を有する公園及び緑地を設置する。 

開発面積 公 園 の 面 積 緑地の面積 

0.3～1.0ha未満 
計画人口１人当たり 3.0 ㎡以上かつ開発面積

の 3%以上 

別途協議 

1.0～5.0ha未満 
計画人口１人当たり 4.0 ㎡以上かつ開発面積

の 4%以上 

5.0～20.0ha未満 
計画人口１人当たり 5.0 ㎡以上かつ開発面積

の 5%以上 

20.0ha以上 
計画人口１人当たり 5.5 ㎡以上かつ開発面積

の 5.5%以上 
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  注 １ 算定した公園面積が 1,000㎡未満の場合は、別途協議する。 

（２）公園計画の設計においては、当該区域の規模及び予定建築物の用途並びに当該区域

の周辺の状況を勘案し、利用者の有効な利用が確保されるように設置されなければな

らない。なお、街区公園にあっては誘致距離が２５０ｍ、近隣公園にあっては誘致距

離が５００ｍとする。 

（３）高圧線下は、原則として緑地として利用し、公園及び広場の土地に高圧線がある場

合は、その線下の土地は公園及び広場の面積の２分の１以下でなければならない。 

（４）調整池が広場及び緑地として利用できる構造である場合は、広場及び緑地と兼用で

きる面積の限度は調整池の２分の１以下でなければならない。 

３ 給水施設 

（１）給水は、原則として長門川水道企業団から受けるものとする。 

（２）長門川水道企業団からの給水を受けるものについては、事前に給水を受けることが

可能かどうかの調査を行い、計画人口に必要な水量を確保できるところまでの配水施

設等の整備を行うこと。 

（３）その他必要な事項については、長門川水道企業団と協議するものとする。 

４ 排水施設 

（１）排水施設は、栄町公共下水道計画等に適合するものとし、開発区域及びその周辺の

地域の状況を勘案して、適切に計画し、原則として汚水は公共下水道に接続し整備す

る。ただし、接続が困難な場合は、別途協議する。 

（２）雨水施設は、開発区域及び区域外から流入する雨水を放流先の排水能力及び利水状

況を勘案して、有効かつ適切に排出させるように整備し、河川・水路又は下水道（雨

水）等に接続すること。なお放流先に整備を要する既設の排水施設がある場合は、こ

れを併せて整備すること。 

（３）開発区域に都市計画決定された排水施設又は町が新設若しくは改良計画を定めてい

る排水施設がある場合は、その計画に基づき当該区域に用地を確保すること。 

（４）雨水の既設水路等への放流については、当該施設の管理者等関係機関の同意を得る

こと。 

（５）放流先の排水能力により必要と認められるときは、調整池を設けること。 

（６）排水施設を道路敷地以外に設置する場合は、当該排水施設の維持管理に必要な用地

を確保すること。 

（７）敷地面積が、５００㎡以下である自己用住宅（店舗部分５０%以内の併用を含む。） 

を適用除外とする。 
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（８）下水道施設への接続については、下水道主管課と協議するものとする。 

５ 消防施設 

（１）消防水利とは、消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２０条第２項に規定する消

防に必要な水利施設及び同法第２１条第１項の規定により消防水利として指定された

ものをいい、宅地開発の規模及び予定建築物の用途等を勘案して必要な消防施設を設

置すること。 

（２）通常の開発区域内に設置する消防水利は、貯水槽、消火栓がほとんどであるが、消

火栓のみにならぬよう貯水槽と併用するように配置すること。但し、周辺の状況によ

りこの限りではない。 

（３）開発された各宅地（防火対象物）から一の消防水利に至る距離は、消防水利の基準

を定める告示（昭和３９年消防庁告示第７号）第４条第１項及び第２項の規定により

確保されていること。又、消防水利へは消防自動車が２台以上常時配備できる位置で

あること。消火栓の場合は、原則として幅員６メートル以上の道路上、又、貯水槽の

場合は、幅員６メートル以上の道路に設置する位置であること。 

（４）貯水槽の貯水能力は４０ｍ３以上とすること。 

（５）その他必要な事項を消防本部及び長門川水道企業団と給水計画と併せて協議するも

のとする。 

 備 考 

 ① 消火栓の設置については、水道管（本管口径１５０mm）より給水するのが原則で口 

  径は６５mmとする。 

 ② 防火水槽への給水方法は、水道管からの引き込みによるものが原則で、バルブを使

用する。 

（公益施設計画） 

第８条 住宅地を目的とする住宅開発事業者にあっては教育施設・文化施設・医療施設・ 

購買施設及びその他の公益施設の配置について、計画人口に対応するよう次の基準によ 

り計画を策定しなければならない。ただし、周辺の状況により必要がないと認められる 

ときはこの限りではない。 

（１）集会施設 

  ア 計画戸数がおおむね１００戸以上の場合は、集会所を設けること。ただし、周辺 

の状況から必要がないと思われる場合は、別途協議するものとする。 

  イ 集会所の敷地面積は、３００㎡を基準として確保すること。 
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  ウ 共同住宅（中高層住宅）の場合は建物内に集会室を設けること。 

（２）ゴミ処理施設 

   事業者は、おおむね２０戸に１箇所、面積は４㎡程度の集積所を設置し、床面はコ

ンクリート仕上げとする。なお、ゴミ集積の円滑化を図るため、清掃車の活動、住民

の利便、交通の状況等を考慮して接道される位置に集積所を設けること。 

（３）文化財の保護 

  ア 事業者は、開発区域における埋蔵文化財の有無について、あらかじめ県及び町の

教育委員会の確認を受けなければならない。 

  イ 前号の確認を受ける場合は、照会書を町の教育委員会を経由して提出するものと

する。 

  ウ 事業者は、当該区域に文化財が所在する場合、又は新たに発見された場合には、

当該文化財の取り扱いについて県及び町の教育委員会と協議しなければならない。 

（４）教育施設 

   事業者は、開発区域の計画区画数又は計画戸数が３５０～５００戸程度を超える場

合には、必要規模分の施設整備を行うものとする。ただし、周辺の状況により必要が

ないと認められときは、この限りではない。その他必要事項については、別途協議す

る。 

 （事業計画変更の協議） 

第９条 事業者は、この要綱に基づき協議、その他の手続きを完了した宅地開発事業に係 

る事業計画を変更しようとするときは、新たに事前協議等の手続きを行わなければなら 

ない。ただし、町長が軽微な変更であると認めた場合においては、この限りでない。 

 （被害の補償等） 

第１０条 宅地開発事業に係る工事の施工によって、道路、河川その他公共施設を損傷し 

たとき又は開発区域の周辺地域の農産物、水産物等、その他に被害を及ぼしたとき若し

くは人の生活環境が損なわれたときは、事業者の責任において補償又は原状回復を行わ

なければならない。 

 （環境保全等） 

第１１条 事業者は、開発行為の許可を取得した場合、宅地開発等の事業が完了（完了公 

告）するまでに良好な住環境の維持保全を図るため、建築協定及び緑化協定等を締結し 

なければならない。ただし、町長が特に必要が無いものと認めた場合はこの限りでない。 

 

 

８ 



公共公益施設の管理区分の原則 

①道   路 ②公   園 ③下 水 道 

用 地 ・ 施 設 管 理 用 地 ・ 施 設 管 理 施 設 管 理 

町 に 帰 属 同 左 町 に 帰 属 同 左 町 に 帰 属 同 左 

④消 防 施 設 ⑤防 犯 施 設 ⑥電 柱 用 地 

用 地 ・ 施 設 管 理 用 地 ・ 施 設 管 理 用 地 管 理 

町 に 帰 属 同 左 別 途 同 左 町 に 帰 属 同 左 

⑦ゴミ処理施設 ⑧小 学 校 ⑨中 学 校 

用 地 ・ 施 設 管 理 用 地 ・ 施 設 管 理 用 地 ・ 施 設 管 理 

町 に 帰 属 同 左 町 に 帰 属 同 左 町 に 帰 属 同 左 

⑩治水用調整池 ⑪集 会 所 ⑫緑 地 等 

用 地 ・ 施 設 管 理 用 地 ・ 施 設 管 理 用 地 ・ 施 設 管 理 

町 に 帰 属 同 左 町 に 帰 属 別 途 町 に 帰 属 同 左 

 

注１ 別途とは設置される施設によって町、その他の関係機関又は事業者等に帰属する。 
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別記第１号様式 

宅地開発事業事前協議書 

 

令和  年  月  日 

 栄町長        様 

 

                 住 所 

          申請者    氏 名                 

                 電 話 

 

第５条第１項の規定により次のとおり協議します。 

名 称  施 工 者  

位 置  

面 積 公簿        ㎡（実測       ㎡） 

人 口           人 

密 度          人／ｈａ 

住 

宅 

の 

戸

数 

高 層   約      戸          ㎡／戸 

中 層   約      戸          ㎡／戸 

低 層   約      戸          ㎡／戸 

配

置

の

方

針 

道 路  

公 園  

緑 地  

その他の公共用地  

公 益 的 施 設  

住 宅  

 

１０



 

土

地 

利

用 

計

画 

種 別 面   積 比   率 備   考 

公

共 

用

地 

道 路 ㎡ ％  

公 園 ㎡ ％  

その他の公共施設 ㎡ ％  

小 計 ㎡ ％  

公

益 

施

設 

教 育 施 設 ㎡ ％  

商 業 施 設 ㎡ ％  

その他の公益施設 ㎡ ％  

小 計 ㎡ ％  

そ

の

他 

住 宅 施 設 ㎡ ％  

未 利 用 地 ㎡ ％  

小 計 ㎡ ％  

     計           ㎡ １００％ 
 

 

（添付図書） １ 開発区域位置図（1／10,000・1／2,500） 

       ２ 公図の写し・登記簿謄本 

       ３ 土地利用状況図（地目別面積及び割合を記入） 

       ４ 給排水計画図（排水施設の構造図を含む） 

       ５ 予定建設物の平面図・立面図 

       ６ 開発事業計画概要書 

       ７ 開発事業に関する協議経過又は協議書 

       ８ 委任状 

 記載上の注意   

       １ 「位置」は、町丁目又は字まで記載すること。 

       ２ 「面積」は、少数点以下第２位まで記載すること。 

１１



第２号様式 

 

令和  年  月  日 

 

               様 

 

                      栄 町 長         

 

 

宅地開発事業事前審査通知書 

 

 令和  年  月  日付宅地開発に係る事前協議については、下記の条件を

付して協議したので、通知します。 

  

条 件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２



 

   附  則 

１ この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

２ 住宅地造成事業施行指導基準（昭和４６年６月１日）は廃止する。 

   附  則（平成６年９月３０日告示第１６号） 

 この告示は、平成６年１０月１日から施行する。 

   附  則（平成７年４月２４日告示第１７号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 

   附  則（平成１４年６月２４日告示第４３号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 

   附  則（平成１６年６月１１日告示第３０号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１３



【協議先・雨水計算指導指針等】 

 

●開発事業計画概要書・・・・・・・・・１ 

 

●宅地開発事業に伴う協議先一覧表・・・２ 

 

●関係機関／その他の協議者・・・・・・３ 

 

●栄町宅地開発等に伴う雨水計算についての 

指導指針 ・・・・・・・・・・・・・４ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



開発事業計画概要書 

１ 

（１）計画区画数 区画 
１ 区 画 当 た り 

の 平 均 面 積 
㎡ 

（２）計 画 戸 数 

         戸（      棟） 

土地分譲    戸 建売分譲    戸 その他    戸 

（３）計 画 人 口     ３．７人×   戸＝      人 

２ 

道 路 計 画 

 （接続、新設道路、

計画等の名称、幅員、

延長等） 

３ 

雨 水 排 水 計 画 

 （新設・既存、放流

先、排水方法、貯留

抑制等） 

４ 

汚 水 処 理 計 画 

 （新設・既存、放流

先、排水方法等） 

５ 給 水 計 画  

６ 公園、緑地等計画  

７ ご み 処 理 計 画  

８ 消 防 水 利 計 画  

９ 駐 車 場 計 画  

10 

そ の 他 

 （電柱計画、防犯計

画、自治会等設置計

画等） 

１



宅地開発事業に伴う協議先一覧表 
（令和５年４月１日現在） 

主 な 協 議 内 容 協議担当課 備 考 

用途地域に適合する建築物に関すること 
建築協定に関すること 
都市計画道路に関すること（都市計画第５３条) 
公園及び緑化に関すること（工場緑化に関することを除く） 

地区計画に関すること 
駐車場確保に関すること 
屋外広告物に関すること 
その他開発行為に関すること（関係課を照会） 

都市建設課 
都市計画室 
（４階） 

事前協議書 

受 付 先 

道路整備に関すること（帰属関係等も含む） 
道路工事承認及び水路工事の承認に関すること 
道路及び水路の境界に関すること 
交通安全対策に関すること（道路関係） 
道路及び水路の変更と廃止に関すること 
排水整備に関すること 
雨水処理に関すること 
都市計画道路に関すること（事業計画） 

都市建設課 
（４階） 

 

公共下水道に関すること 
下水道課 
（４階） 

 

山林の伐採に関すること 
店舗に関すること 
工場立地に関すること（工場緑化に関することを含む） 
農用地に関すること 
土地改良区に関すること 

経済環境課 
（４階） 

 

ごみに関すること 
埋立てに関すること 
騒音及び公害防止等に関すること 
地下水利用に関すること 
専用水道、簡易専用水道及び小規模水道に関すること 
浄化槽に関すること 

経済環境課 
環境対策室 
（４階） 

 

農地転用に関すること 
農業委員会事務局 

（４階） 
 

町有地に関すること（普通財産） 
企画財政課 
（３階） 

 

防犯施設に関すること 
交通安全対策に関すること 
防災対策等に関すること 

くらし安全課 

（３階） 
 

自治会に関すること 
集会場に関すること 

くらし安全課 

協働推進室 

（３階） 

 

教育施設（学校）に関すること 
教育総務課 

（２階） 
 

保育所に関すること 
福祉のまちづくりに関すること 

福祉・ 子ども課 
（１階） 

 

埋蔵文化財に関すること 
生涯学習課 

（ふれあいプラザさかえ内１階） 
 

消防施設に関すること 
消防総務課 

（栄町消防署内２階） 
 

給配水に関すること 
長門川水道企業団 

水道課（栄町役場２階） 
 

２



（関係機関） 

（令和５年４月１日現在） 

主 な 協 議 内 容 協 議 機 関 備 考 

電気に関すること 東京電力パワーグリッド成田支店  

都市ガスに関すること 

東日本ガス㈱ 

日本瓦斯㈱ 

堀川産業㈱ 

東京ガスエネルギー 他 

 

鉄道付近での工事に関すること 東日本旅客鉄㈱千葉支社  

国道、県道に関すること 千葉県印旛土木事務所  

河川保全区域に関すること 

国土交通省利根川河川事務所安食

出張所 

国土交通省利根川下流河川佐原事

務所 

千葉県印旛土木事務所 

 

土壌汚染対策・排水規制に関すること 千葉県環境生活部水質保全課  

緑化協定・自然環境保全協定に関すること 千葉県環境生活部自然保護課  

林地開発に関すること 千葉県北部林業事務所印旛支所  

交通規制・道路使用に関すること 成田警察署・印西警察署  

排水流末処理に関すること 排水流末管理者  

 

（その他の協議者） 
（令和５年４月１日現在） 

主 な 協 議 内 容 協 議 先 備 考 

宅地開発事業計画周辺説明 
周辺居住者及び地元自治会の自治

会長 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 



栄町宅地開発等に伴う雨水計算についての指導指針 

（１）降雨強度 

   栄町公共下水道計画における７年確率の降雨量（降雨強度公式を含む） 
 
  60    
 I ＝60.5 ㎜/時 
  7   

  I＝降雨強度（㎜/時） 

  

（２）流出係数 

   下表の値を標準とする。種別構成から加重平均して求めるものとする。 

 

種  別 流出係数 種  別 流出係数 

屋 根 ０．９０ 間 地 ０．２０ 

道 路 ０．８５ 芝・樹木の多い公園 ０．１５ 

そ の 他 の 不 透 面 ０．８０ 勾配のゆるい山林 ０．３０ 

水 面 １．００ 勾 配 の 急 な 山 林 ０．５０ 

浸 透 性 舗 装 ０．６０   

 

（３）雨水流出算定式 
     １          

Q＝     Ｃ×I×Ａ 
    ３６０                
  Q＝計画雨水量（ｍ３/秒）  C＝流出係数  Ｉ＝降雨強度（㎜/時） 

 A＝排水面積（ha） 

 

（注）雨水排水については、原則敷地内処理とする。 

・Q＝計画雨水量（ｍ３/秒）×3,600 秒 

 

 

 

やむを得ない場合は、都市建設課（施設管理班）と協議し、上記 I＝降雨強度（㎜/

時）を適用し、敷地内に貯留できる浸透施設等を設け道路（町道等）側溝へ接続する。 

また、工事着手前（都市計画法の許可等の申請前）には道路占用許可等を得ること

とする。 

 

                 

＜問合せ先＞ 栄町都市建設課 都市計画室 

                       ℡ 0476(33)7711 内線 432・433 

                       FAX 0476(95)4274 

 

４ 



 


